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第１章 調査研究の概要 

１－１ 目 的 

 本調査研究は、社会通信教育において、各団体が共通的に導入・使用することが効果的な、

ICT を活用した共通利用システムの研究を行うことにより、社会通信教育の ICT 化を後押し、

これにより、社会通信教育の更なる振興、受講者サービスの向上を目指すものである。

この目的を達成するために、第 1 の作業課題として、システム構築のためのフローチャート

を作成することにした。システムの設計思想（design philosophy）としては、社会通信教育で

ICT を活用するのは印刷教材をベースとする社会通信教育の教育効果を高め、発展を図るため

であることをあげ、設計方針としては、①ICT を活用して学習効果を高める、②ICT を活用し

て経営効率を高める、の 2 点を打ち出した。 

第 2 の作業課題としては、システム構築の課題を発見するために、社会通信教育団体と大学

の生涯学習センター等の意向を調べ、受講者、受講希望者のニーズ調査を実施することにした。

これは問題や課題を発見するために行うので事例研究法であり、対象全体に広げて調査を行う

統計調査法ではない（事例研究法で質問紙調査を行うことも多く、今回も質問紙調査を行って

いる）。

 調査研究を進めるにあたっては、学識経験者、社会通信教育関係者、企業等関係者からなる

「ICT を活用した共通利用システム構築のための基本設計委員会」を設け、一連の調査を行う

とともに、さらにワーキンググループを設置して、共通利用システムの在り方（基本構想）に

ついて検討し、フローチャートを作成することとした。

１－２ 方法と経過 

（１）ICT を活用した共通利用システム構築のための基本設計委員会の設置 

 学識経験者、社会通信教育関係者、企業等関係者、高度情報通信技術関係者等で構成す

る基本設計委員会を設置した（参考資料３参照）。

本委員会では、ICT を活用した社会通信教育に対するニーズ調査を行うとともに、共通

利用システムの在り方（基本構想）について検討した。

 また、ニーズ調査の結果及び共通利用システムの基本構想のほか、共通利用システム設

計等のためのワーキンググループにおいて設計・検討された成果をとりまとめた。
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（２）ICT を活用した社会通信教育に対するニーズ調査の実施 

 基本設計委員会において、社会通信教育団体、社会通信教育受講者、大学・短期大学お

よび社会通信教育受講希望者に対する ICT を活用した社会通信教育のニーズ調査を実施し

た。 

 本ニーズ調査は有意抽出により調査対象を抽出し実施した。実施した期間および方法は

下記の通りである（概要は、「１－３ ニーズ調査の概要」を参照）。 

  １）社会通信教育団体に対する調査 

    期間   平成 26 年 2 月 1 日～2 月 18 日 

    方法   郵送法 

  ２）社会通信教育受講者に対する調査 

    期間   平成 25 年 12 月 13 日～平成 26 年 2 月 28 日 

    方法   レポート課題を送付する郵便物に調査協力依頼を同封 Web 回答 

  ３）大学・短期大学に対する調査 

    期間   平成 26 年 2 月 1 日～2 月 18 日 

    方法   郵送法 

  ４）社会通信教育受講希望者に対する調査 

    期間   平成 26 年 1 月 10 日～1 月 31 日 

    方法   郵送及びメールによる協力依頼 Web 回答 

 

（３）共通利用システム設計等のためのワーキンググループによる検討 

ICT 企業関係者、学識経験者等で構成するワーキンググループを設置した（参考資料３

参照）。 

ワーキンググループでは、①「共通利用システム」の設計図、②「教材等配信システム」

「質問・評価管理システム」「データ管理システム」の各システムの業務フローチャート図

及びシステム構成図を作成し、これをもとに基本的な設計図を作成した。また、③「共通

利用システム」におけるネットワークモデル図及びルール等を作成した（第３章参照）。 

 

（４）基本設計委員会・ワーキンググループ会議実施状況 

  調査研究を進めるにあたって、以下のように委員会及び会議を実施した。 
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  １）基本設計委員会 

     第 1 回 平成 25 年 10 月 22 日（火） 

議題：問題提起・共通理解、ニーズ調査の方法、項目等検討 

     第 2 回 平成 25 年 11 月 8 日（金）議題：ニーズ調査の方法、項目等検討 

     第 3 回 平成 26 年 2 月 24 日（月） 

議題：ニーズ調査の結果、共通利用システム設計図等検討 

  ２）ワーキンググループ 

     第 1 回 平成 25 年 12 月 25 日（水） 

議題：既存システム共通理解、環境条件、管理運営体制検討 

     第 2 回 平成 26 年 1 月 29 日（水） 

議題：教材等配信、質問管理、データ管理システム検討 

 

１－３ ニーズ調査の概要 

（１）調査の内容と対象 

 上述の目的を達成するために行う調査の内容と対象は次頁、表 1-1 の通りである。 

 

（２）回収数と回収率 

 調査票の回収数と回収率は次頁、表 1-2 の通りである。 

 

社会通信教育団体に対する調査・調査協力団体（順不同） 

秋田大学工学部資源学部、一般財団法人日本通信教育学園、学校法人大塚学院大塚きも

の・テキスタイル専門学校通信教育部、株式会社学文社、一般社団法人日本マネジメン

トスクール、一般社団法人日本経営協会、公益財団法人日本英語検定協会、公益財団法

人国際文化カレッジ、一般財団法人中央工学校生涯学習センター、学校法人杉野学園ド

レスメーカー学院通信教育部、学校法人香川栄養学園（女子栄養大学社会通信教育部）、

公益財団法人日本習字教育財団、財団法人日本経営教育センター、学校法人川口学園早

稲田通信教育センター、講談社フェーマススクールズ新事業企画室、株式会社日本創芸

教育事業局、株式会社ニチイ学館教育事業統括本部 
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表 1-1 調査の内容と対象 

調査の種類 主な調査内容 調査対象 

社会通信教育団体

に対する調査 
 

・ 社会通信教育講座の実施状況 
・ 学習機会提供に関わる ICT 活用の状況 
・ 受講者が利用できる ICT 機器とそのシステ

ム要件 
・ 社会の変化に対応した社会通信教育サービ

スの提供のあり方についての意見 
・ 共通利用システムへの要望 
・ 属性 

一般財団法人社会通信教育協

会と公益社団法人日本通信教

育振興協会の加盟団体。 

社会通信教育受講

者に対する調査 
 

・ 社会通信教育での学習経験 
・ ICT を活用した社会通信教育サービスに関

する意識 
・ 属性 

一般財団法人社会通信教育協

会と公益社団法人日本通信教

育振興協会に加盟する団体が

実施する社会通信教育におけ

る任意の受講者。 

大学・短期大学に

対する調査 
・ 生涯学習センター・エクステンション部門

等が提供する講座の実施状況 
・ 学習機会提供に関わる ICT 活用の状況 
・ 社会の変化に対応した生涯学習センター・

エクステンション部門等による講座の提供

のあり方についての意見 
・ 共通利用システムへの要望 
・ 属性 

公開講座や社会通信教育講座

に関わりのある学部・学科を持

つ大学・短期大学。 

社会通信教育受講

希望者に対する調

査 

・ 社会通信教育での学習経験 
・ ICT を活用した社会通信教育サービスに関

する意識 
・ 社会通信教育での学習の希望 
・ 属性 

社会通信教育講座に関わりの

ある学部・学科を持つ大学・短

期大学等に所属する任意の学

生。 

 

表 1-2 調査票の回収数と回収率 

調査の種類 配付数 回収数 回収率 有効回収数 有効回収率 

社会通信教育団体に対する

調査 
__24 _17 70.8% _17 70.8% 

大学・短期大学に対する調

査 
__67 _51 76.1% _51 76.1% 

社会通信教育受講希望者に

対する調査 
1185 614 51.8% 614 51.8% 

 
※社会通信教育受講者に対する調査における調査票の配付および回収について 
社会通信教育受講者について、社会通信教育団体から受講者名簿を提示してもらうことは個人

情報保護の観点から不可能だったため、公益社団法人日本通信教育振興協会及び一般財団法人社

会通信教育協会の加盟 8 団体の協力を得て、レポート課題を送付する郵便物に調査協力依頼文を

同封し、回収は Web 回答とする方法をとった。順次 390 名の受講者に調査票を送付した結果、18
名から協力が得られた。そこで、本調査では社会通信教育受講者対象調査について、質的観点か

ら検討をすることとした。 
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（３）回答者のプロフィール 

 今回の調査回答者の属性など、回答者の特徴は次の通りである。 

  １）社会通信教育団体に対する調査 

 第 2 章の表 2-1 参照。 

 

  ２）社会通信教育受講者に対する調査 

 

表 1-3 年齢                                                              実数(%) 

19 歳 
以下 

20～ 
29 歳 

30～ 
39 歳 

40～
49 歳 

50～
59 歳 

60～
69 歳 

70～
79 歳 

80 歳 
以上 計 

0(0.0%) 0(0.0%) 6(33.3%) 4(22.2%) 4(22.2%) 3(16.7%) 1(5.6%) 0(0.0%) 18(100.0%)

 

表 1-4 性別                  実数(%) 

男性 女性 計 

8(44.4%) 10(55.6%) 18(100.0%) 

 

表 1-5 職業                                                              実数(%) 

会
社
員 

専
業
主
婦 

パ
ー
ト
・ 

ア
ル
バ
イ
ト 

自
営
業 

無
職 

公
務
員 

専
門
職
（
弁

護
士
な
ど
） 

教
職 

学
生 

そ
の
他 

無
記
入 

計 

16 
(88.8%) 

0 
(0.0%) 

1 
(5.6%)

0 
(0.0%) 

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%)

0 
(0.0%) 

1 
(5.6%) 

18 
(100.0%)

 

表 1-6 ICT 機器の保有状況                             実数(%) 

パソコン＋スマートフォン＋タブレット端末（※1） __1(__5.6%) 

パソコン＋スマートフォン __6(_33.3%) 

パソコン＋携帯電話（※2） __4(_22.2%) 

パソコン __6(_33.3%) 

タブレット端末 __1(__5.6%) 

計 _18(100.0%) 

※1 iPad など 
※2 スマートフォン以外の携帯電話 
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  ３）大学・短期大学に対する調査 

 第 2 章の表 2-8 を参照。 

 

  ４）社会通信教育受講希望者に対する調査 

表 1-7 性別                             実数(%) 

男性 女性 無記入 計 

184(30.0%) 429(69.8%) 1(0.2%) 614(100.0%)

 

表 1-8 ICT 機器の保有状況                               実数(%) 

パソコン＋スマートフォン 254(_41.3%) 

パソコン＋タブレット端末（※1）＋スマートフォン _81(_13.1%) 

パソコン＋スマートフォン＋その他 _71(_11.5%) 

スマートフォン _64(_10.3%) 

パソコン＋携帯電話（※2） _23(__3.7%) 

タブレット端末＋スマートフォン _13(__2.1%) 

パソコン＋タブレット端末＋スマートフォン＋その他 _13(__2.1%) 

スマートフォン＋その他 _12(__2.0%) 

パソコン＋タブレット端末＋携帯電話 __9(__1.5%) 

パソコン __9(__1.5%) 

パソコン＋スマートフォン＋携帯電話 __7(__1.1%) 

非所持 __5(__0.8%) 

携帯電話 __5(__0.8%) 

パソコン＋携帯電話＋その他 __5(__0.8%) 

パソコン＋タブレット端末 __5(__0.8%) 

タブレット端末 __4(__0.7%) 

パソコン＋タブレット端末＋携帯電話＋その他 __4(__0.7%) 

パソコン＋タブレット端末＋スマートフォン＋携帯電話＋その他 __4(__0.7%) 

パソコン＋スマートフォン＋携帯電話＋その他 __3(__0.5%) 

パソコン＋タブレット端末＋スマートフォン＋携帯電話 __3(__0.5%) 

携帯電話＋その他 __1(__0.2%) 

その他 __1(__0.2%) 

タブレット端末＋携帯電話＋その他 __1(__0.2%) 

タブレット端末＋携帯電話 __1(__0.2%) 

タブレット端末＋その他 __1(__0.2%) 

タブレット端末＋スマートフォン＋その他 __1(__0.2%) 

パソコン＋タブレット端末＋その他 __1(__0.2%) 

無記入 _13(__2.1%) 

計 614(100.0%) 

※1 iPad など ※2 スマートフォン以外の携帯電話 
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第２章 ニーズ調査の結果 

 

 

２－１ 社会通信教育団体調査 

（１）社会通信団体の運営形態を尋ねた（表 2-1）。結果、法人による直接運営が 70.6%と

最も多く、ついで、法人の一セクションによる運営（23.5%）が多かった。 

 

表 2-1 社会通信教育団体の運営形態（n=17） 

  
法人本体 

直接運営 

一セクショ

ン（部局、課

等）運営 

法人傘下・加

盟法人間接

運営 
その他 合計 

実数 12 4 1 0 17 

割合 70.6% 23.5% 5.9% 0.0% 100.0% 

 

（２）社会通信団体が提供する講座のジャンルおよび受講者数を尋ねた（表 2-2）。講座ジ

ャンルではビジネス系が 35.3%と最も多く、ついで趣味系（27.1%）という結果であった。

受講者数については、ジャンルに関わらず 500 人以下という講座が多いが、医療福祉系講

座は総じて 500 人以上の受講者を確保していることが明らかになった。 

 

表 2-2 社会通信教育団体が提供する講座ジャンルおよび受講者区分ごとの割合 

 講座数 講座割合
受講者数

500 人未満
500～999人

1000～2999
人 

3000～9999
人 

10000 人 
以上 

語学・学術系 _49 _16.0% _50.0% 25.0% _0.0% _0.0% 25.0% 

趣味系 _83 _27.1% _50.0% _0.0% _0.0% 16.7% 33.3% 

ビジネス系 108 _35.3% _42.9% 14.3% 14.3% 28.6% _0.0% 

医療福祉系 _20 __6.5% __0.0% 33.3% 33.3% _0.0% 33.3% 

衣食住系 _16 __5.2% _60.0% _0.0% 20.0% 20.0% _0.0% 

工業・技術系 __6 __2.0% 100.0% _0.0% _0.0% _0.0% _0.0% 

その他 _24 __7.8% _50.0% _0.0% 25.0% 25.0% _0.0% 

合計 306 100.0% _50.0% _9.4% 12.5% 15.6% 12.5% 

 

（３）社会通信団体の ICT の活用状況を尋ねた（表 2-3）。結果、講座の案内・検索（94.1%）、

資料請求（88.2%）に際しての ICT の活用率が高いことが示された。一方、教材の配信に

際しては、あまり ICT が使われていないという結果であった。 
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表 2-3 社会通信教育における ICT 活用状況（n=17） 

活用している 活用していない 未回答 活用率 

講座案内・検索 16 _0 1 94.1% 

資料請求 15 _2 0 88.2% 

受講・出願受付 _9 _7 1 52.9% 

教材の申し込み・配送手配 10 _7 0 58.8% 

教材配信 _4 13 0 23.5% 

教材動画の視聴 _4 13 0 23.5% 

その他 _4 _4 9 23.5% 

 

（４）社会通信団体が推奨する ICT 環境について回答を求めた（表 2-4）。結果、パソコン

を推奨する団体が 88.2%と最も多かった。ついでタブレット端末（47.1%）、スマートフォ

ン（41.2%）という結果であった。その他として、フィーチャーフォンという回答があっ

た。 

 

表 2-4 社会通信団体の推奨する ICT 環境（n=17） 

  利用可 利用不可 未回答 動作率 

パソコン 15 1 _1 88.2% 

タブレット端末 _8 3 _6 47.1% 

スマートフォン _7 4 _6 41.2% 

その他 _1 0 16 _5.9% 
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（５）社会通信団体の社会の変化への対応策を尋ねた（図 2-1）。結果、高齢者の能力活用

プログラムの提供、大学・短期大学の生涯学習センター・エクステンションとの連携、社

会通信教育での ICT 活用方法の構築が重要だと考えている団体が多いことが示された。 

41.2%

23.5%

47.1%

29.4%

47.1%

52.9%

23.5%

35.3%

5.9%

17.6%

29.4%

23.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1. 高齢者の能力活用プログラム

2. 大学・短大の生涯学習センター・エクステンションとの

連携

3. 社会通信教育でのICT活用方法の構築

4. ネット活用による遠隔教育の拡張

賛成 どちらかといえば賛成 どちらともいえない どちらかといえば反対 反対
 

図 2-1 社会通信教育の社会変化への対応策（n=17） 

 

（５）社会通信教育団体が共通利用システムに整備すべきと考えるサービスを尋ねた（図

2-2）。結果、解説動画の配信や教科書の修正箇所の電子媒体での周知を求める回答が多く

寄せられた。一方、講師と受講者との談話室の設置や発表などに使うゼミ・ルームの設置

についてはあまり必要性が意識されていない。 

 

35.3%

35.3%

58.8%

11.8%

23.5%

29.4%

52.9%

29.4%

29.4%

29.4%

29.4%

5.9%

11.8%

52.9%

35.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(ア) 受講者コミュニティの設置

(イ) 最新の動向や講師解説の動画等配信

(ウ) 電子媒体でのテキスト修正反映

(エ) 講師と受講者の談話室の設置

(オ) 発表等ゼミ・ルームの設置

賛成 どちらかといえば賛成 どちらともいえない どちらかといえば反対 反対
 

図 2-2 社会通信教育団体が共通利用システムに整備すべきと考えるサービス（n=17） 
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２－２ 受講者調査 

（１）社会通信教育講座の受講者を対象として、これまでに受講した講座の数、そしてそ

のうち修了した講座の数を尋ねた（表 2-5）。結果、受講者一人あたりの平均受講講座数は

2.36、うち修了した講座数の平均は 1.50、修了率 64.3%であった。なお、表中の受講率と

は、受講者のうち、受講した講座名を回答した者の比率である。 

 

表 2-5 受講した講座数および修了した講座数（n=18） 

 
受講者数 受講率 

総受講 
講座数 

最大受講

講座数 
修了 
講座数 

平均講座数

（受講者）

平均修了数

（受講者） 
修了率 

男性（n=8） _7 87.5% 11 3 _7 1.57 1.00 57.1% 

女性（n=10） _7 70.0% 22 7 14 3.14 2.00 71.4% 

合計（n=18） 14 77.8% 33 7 21 2.36 1.50 64.3% 

 

 

（２）社会通信教育講座の受講者が講座を受講したきっかけを尋ねた（表 2-6）。ここでの

母数は、受講者が終了した講座数、21 講座（男性 7 講座、女性 14 講座）である。結果、

仕事のために受講したという回答が 71.4%と最も多かった。ついで、教養を身につけるた

め（33.3%）、資格取得のため（28.6%）に受講したという結果であった。 

 

表 2-6 講座を受講したきっかけ（上段：回答数、下段：割合、複数回答可） 

 
仕事のた

め 
再・新就職

のため 

ボランテ

ィア活動

のため 

資格取得

のため 
趣味のた

め 

教養を身

につける

ため 

健康のた

め 
その他 

男性 
_9 0 0 2 0 2 0 1 

81.8% 0.0% 0.0% 18.2% _0.0% 18.2% 0.0% _9.1% 

女性 
_6 1 0 4 2 5 0 1 

60.0% 10.0% 0.0% 40.0% 20.0% 50.0% 0.0% 10.0% 

合計 
15 1 0 6 2 7 0 2 

71.4% 4.8% 0.0% 28.6% 9.5% 33.3% 0.0% _9.5% 

 

（３）社会通信教育講座の受講者が、社会通信教育に各種 ICT サービスを導入した場合に

感じる利便性について尋ねた（図 2-3）。結果、講座の申し込みや利用、学習方法に関して

利便性を指摘する回答が多く寄せられた。一方で、受講生同士での交流や学習管理につい

ての利便性は、あまり強く意識されていないという結果であった。 
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図 2-3 受講者の意識する ICT サービスの利便性（n=18） 

 

また、ICT サービスの利便性に対する意識によって受講者を類型化した（表 2-7）。まず、

各項目の回答が「とても便利だと思う」または「少し便利だと思う」であった場合「○」

に変換し、集計した。ついで、利便性の項目を講座情報、講座管理、学習環境、教材、講

師との関わり、学習自己管理、交流の 7 つのカテゴリーに分類し、カテゴリー別での受講

者の反応パターンをみた。結果、受講者の反応パターンは、①会社員の女性を中心とした、

全カテゴリーで ICT の利便性を意識している「充実志向群」、②講座情報、講座管理、教

材、講師の利便性を意識しているビジネス系講座受講者から成る「実用志向群」、③趣味・

教養系講座を受講した女性から成る、講座情報と講座管理の利便性を意識している「接触

志向群」、④30 代の男性会社員から成る、講座情報、講座管理、学習環境の利便性への意

識が強い「現実志向群」、そして、⑤40 代以上のビジネス講座受講者を中心とした、学習

環境、教材、講師の利便性を意識している「訓練志向群」の 5 つのタイプに分類された。 
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表 2-7 ICT サービスの利便性に対する意識別での受講者の分類 

ICT 活用 
領域 

項目 S2 S4 S5 S6 S8 S10 S15 S7 S14 S16 S3 S18 S9 S13 S1 S17 S11 S12

講座情報 

1.講座のネット検

索 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○

2.資料のネット請

求 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○

講座管理 

3.受講申し込み ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○

4.講座料の支払い ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

学習環境 

5.電子テキストの

活用 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7.学習環境の高自

由度 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8.24 時間可能な教

材映像の視聴 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16.繰り返し学習の

容易さ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

教材 

6.テキストや教材

の取り寄せ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○

14.資料参考の容易

さ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○

15.映像メディアを

活用した学習 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○

講師 

9.24 時間可能な講

師への質疑応答 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10.課題提出の容易

さ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○

学習自己

管理 

11.理解度、全国比

較の容易さ 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

13.学習記録の自己

管理 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○

交流 
12.受講生と意見交

流 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

属性 

性別 女性 女性 女性 男性 女性 女性 女性 男性男性 女性 女性女性 男性 男性 男性 女性 男性 男性

職業 
会社

員 
会社

員 
会社

員 
会社

員

会社

員

会社

員

会社

員

会社

員

会社

員

会社

員

会社

員

パー

ト

会社

員 
会社

員 
会社

員 
会社

員 
会社

員
 

年齢 53 44 63 37 39 62 43 53 34 31 67 54 34 36 46 74 50 42

受講講座ジャンル 趣味     
ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ
趣味 趣味

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ
趣味趣味

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ 
  

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ 
  

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ

ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ

 

２－３ 大学・短期大学調査 

（１）大学・短期大学の生涯学習センター・エクステンションの運営形態を尋ねた（表 2-8）

法人の一セクションによる運営が 54.9%と最も多く、ついで法人による直接運営（39.2%）

が多いという結果であった。 
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表 2-8 生涯学習センター・エクステンションの運営形態（n=51） 

  
法人本体 

直接運営 

一セクショ

ン（部局、課

等）運営 

法人傘下・加

盟法人間接

運営 
その他 合計 

実数 20 28 0 3 51 

割合 39.2% 54.9% 0.0% 5.9% 100.0% 

 

（２）大学・短期大学が提供する公開講座のジャンルおよび受講者数を尋ねた（表 2-9）。

講座ジャンルでは語学・学術系が 35.4%と最も多く、ついで趣味系（26.0%）という結果

であった。受講者数については、ジャンルに関わらず 500 人以下という講座が多い。 

 

表 2-9 大学・短期大学が提供する公開講座のジャンルおよび受講者区分ごとの割合 

  講座数 講座割合
受講者数

500 人未満
500～999人

1000～2999
人 

3000～9999
人 

10000 人 

以上 

語学・学術系 2,539 35.4% _65.2% 10.9% 13.0% 10.9% 0.0% 

趣味系 1,864 26.0% _66.7% 16.7% _7.1% _4.8% 4.8% 

ビジネス系 _696 _9.7% _81.3% 12.5% _3.1% _3.1% 0.0% 

医療福祉系 _635 _8.9% _78.8% 15.2% _6.1% _0.0% 0.0% 

衣食住系 _346 _4.8% _86.4% _0.0% 13.6% _0.0% 0.0% 

工業・技術系 __20 _0.3% 100.0% _0.0% _0.0% _0.0% 0.0% 

その他 1,067 14.9% _71.0% 16.1% _3.2% _6.5% 3.2% 

 

（３）大学・短期大学の ICT の活用状況を尋ねた（表 2-10）。結果、講座の案内・検索（90.2%）、

受講受付（60.8%）、資料請求（54.9%）に際しての ICT の活用率が高いことが示された。

一方、教材の配信に際しては、あまり ICT が使われていないという結果であった。 

 

表 2-10 大学公開講座における ICT 活用状況（n=51） 

 
活用して

いる 
活用して

いない 
その他・

未回答 
活用率 

講座案内・検索 46 _3 _2 90.2% 

資料請求 28 20 _3 54.9% 

受講・出願受付 31 16 _4 60.8% 

教材の申し込み・配送手配 _3 44 _4 _5.9% 

その他 _9 14 28 17.6% 
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（４）大学・短期大学の社会の変化への対応策を尋ねた（図 2-4）。結果、いずれの項目に

ついても大学・短期大学はあまり重要と意識していないことが示された。 

 

33.3%

39.2%

43.1%

35.3%

43.1%

51.0%

37.3%

45.1%

19.6%

9.8%

17.6%

19.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1. 高齢者の能力活用プログラム

2. 社会通信教育ネットワークとの連携

3. 社会通信教育でのICT活用方法の構築

4. ネット活用による遠隔教育の拡張

賛成 どちらかといえば賛成 どちらともいえない どちらかといえば反対 反対
 

図 2-4 大学の社会変化への対応策（n=51） 

 

（５）大学・短期大学が共通利用システムに整備すべきと考える ICT サービスを尋ねた（図

2-5）。結果、学習領域における動向の解説動画の配信、教科書の修正箇所の電子媒体での

周知を求める回答が多く寄せられた。一方、講師と受講者との談話室の設置や発表などに

使うゼミ・ルームの設置についてはあまり必要性が意識されていない。 

 

11.8%

13.7%

21.6%

15.7%

10.0%

41.2%

45.1%

41.2%

37.3%

32.0%

37.3%

33.3%

33.3%

39.2%

46.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(ア) 最新の動向や講師解説の動画等配信

(イ) 受講者コミュニティの設置

(ウ) 電子媒体でのテキスト修正反映

(エ) 講師と受講者の談話室の設置

(オ) 発表等ゼミ・ルームの設置

賛成 どちらかといえば賛成 どちらともいえない どちらかといえば反対 反対

 
図 2-5 大学が共通利用システムに整備すべきと考えるサービス（n=51） 
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２－４ 希望者調査 

（１）社会通信教育講座の潜在的な受講希望者である大学生を対象として、これまでに受

講した社会通信教育講座の数を尋ねた（表 2-11）。結果、大学生の社会通信教育講座の受講

率は 8.5%、受講経験者一人あたりの受講講座数の平均値は 3.20 であった。 

 

表 2-11 大学生が受講した社会通信教育講座の数および修了した講座数（n=577） 

 
受講者数 受講率 

総受講 
講座数 

最大 
受講講座数

平均講座数 
（全体） 

平均講座数

（受講者）

男性（n=176） 15 8.5% _48 26 0.27 3.20 

女性（n=401） 34 8.5% 109 50 0.27 3.21 

合計（n=577） 49 8.5% 157 50 0.27 3.20 

 

（２）大学生が、社会通信教育に各種 ICT サービスを導入した場合に感じる利便性につい

て尋ねた（図 2-6）。結果、学習環境の自由度の高さや学習コンテンツの多様さを指摘する

回答が多く寄せられた。一方で、受講生同士での交流や学習管理についての利便性は、受

講者調査同様、あまり強く意識されていないという結果であった。 

 

 
図 2-6 希望者の意識する ICT サービスの利便性（n=607） 
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 ついで、大学生の考える ICT サービスの利便性について、社会通信教育講座の受講経験

の有無別により集計した（表 2-12）。結果、受講経験者の方が全体的に各 ICT サービスを

便利だと意識していることが示された。特に、多様なプラットフォームでの教材の活用、

そして多様な参考資料へのアクセスについて、受講経験者の方が利便性を意識している。 

 

表 2-12 大学生の意識する ICTサービスの利便性（上段：受講者 n=49、下段：未受講者 n=528） 

  
とても 
便利 

少し便利
どちらで

もない 
少し不便

とても 
不便 

未回答 

1. 講座のネット検索 
（受講経験者） 67.3% 26.5% _2.0% 0.0% 4.1% 0.0% 

 （未受講者） 44.5% 42.0% 10.8% 0.0% 1.5% 1.1% 

2. 資料のネット請求 
75.5% 20.4% _4.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

55.7% 35.0% _7.4% 0.0% 0.8% 1.1% 

3. 受講申し込み  
77.6% 12.2% _8.2% 0.0% 2.0% 0.0% 

57.4% 31.8% _8.7% 0.0% 0.9% 1.1% 

4. 講座料の支払い  
55.1% 18.4% 18.4% 0.0% 8.2% 0.0% 

34.3% 38.4% 21.2% 0.0% 4.9% 1.1% 

5. 電子テキストの活用  
65.3% 34.7% _0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

50.9% 36.4% _9.3% 0.0% 2.3% 1.1% 

6. テキストや教材の取り寄せ  
71.4% 26.5% _2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

55.1% 36.4% _5.9% 0.0% 1.5% 1.1% 

7. 学習環境の高自由度  
71.4% 18.4% 10.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

63.8% 27.1% _7.0% 0.0% 0.9% 1.1% 

8. 24 時間可能な教材映像の視聴 
73.5% 20.4% _6.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

55.3% 33.7% _7.8% 0.0% 2.1% 1.1% 

9. 24 時間可能な講師への質疑応

答  

59.2% 26.5% 10.2% 0.0% 4.1% 0.0% 

52.3% 33.0% 11.4% 0.0% 2.3% 1.1% 

10. 課題提出の容易さ  
77.6% 16.3% _6.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

57.2% 30.9% _8.5% 0.0% 2.3% 1.1% 

11. 理解度、全国比較の容易さ  
59.2% 24.5% 14.3% 0.0% 2.0% 0.0% 

43.8% 37.5% 15.5% 0.0% 2.1% 1.1% 

12. 受講生と意見交流  
38.8% 34.7% 20.4% 0.0% 6.1% 0.0% 

37.7% 38.3% 20.5% 0.0% 2.5% 1.1% 

13. 学習記録の自己管理  
51.0% 30.6% 16.3% 0.0% 2.0% 0.0% 

40.7% 38.4% 17.4% 0.0% 2.3% 1.1% 

14. 資料参照の容易さ  
81.6% 14.3% _4.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

55.1% 33.7% _7.8% 0.0% 2.3% 1.1% 

15. 映像メディアを活用した学習 
75.5% 16.3% _8.2% 0.0% 0.0% 0.0% 

60.0% 29.7% _8.0% 0.0% 1.1% 1.1% 

16. 繰り返し学習の容易さ  
87.8% _8.2% _4.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

61.2% 30.3% _6.6% 0.0% 0.8% 1.1% 
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（３）大学生が社会通信教育の講座資料を取り寄せた経験を尋ねた（表 2-13）。結果、大

学生の社会通信教育の講座の資料請求率は 9.8%、資料を請求した経験のある大学生の資料

請求数の平均値は 1.90 であった。 

 

表 2-13 大学生による社会通信教育講座の資料請求の状況（n=601） 

  
資料 

請求者数 
資料請求率

資料請求 
総数 

最大請求数
平均請求数 
（全体） 

平均請求数

（請求者）

男性（n=184） 14 __7.7% _43 10 _0.23 _2.87 

女性（n=417） 44 _10.6% _69 _5 _0.17 _1.57 

無記入（n=1） _1 100.0% _10 10 10.00 10.00 

合計（n=601） 59 __9.8% 112 10 _0.19 _1.90 

 

（４）学生の社会通信教育講座の受講希望とその講座を受講したい理由を尋ねた（表 2-14）。

結果、受講希望講座のある学生は 35.5%であった。また、男性よりも女性の方が 10 ポイン

ト程度、社会通信教育講座の受講希望率が高かった。 

 

表 2-14 大学生の社会通信教育の受講希望（n=614） 

  受講希望者数 受講希望者の割合

男性（n=184） _53 _28.8% 

女性（n=429） 164 _38.2% 

無記入（n=1） __1 100.0% 

合計（n=614） 218 _35.5% 

 

受講したい社会通信教育講座について、全体で 312（男性 80、女性 231、性別無記入 1）

の具体的な講座名があがった。以下、312 講座を母数として、その講座の受講理由やジャ

ンルを分析する。 

講座の受講理由については、仕事のためという回答が 41.7%と最も多く、ついで、教養

を身につけるため（36.8%）、資格取得のため（36.8%）という結果であった（表 2-15）。 

 表 2-16 は、大学生が自由記述で記した受講した社会通信教育講座の内容をジャンル別に

分類したものである。全体的には、趣味・教養系科目の受講希望が最も多い（24.7%）が、

男性に関しては情報処理系科目の受講希望が多い（23.8%）のが目立つ。その他に分類さ

れた講座として、どのジャンルにも属さない試験対策講座や社会科学、自然科学分野の講
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座、自己啓発的な講座などがあげられる。 

 表 2-17 は、大学生が受講を希望する社会通信教育講座のジャンル別に受講理由をまとめ

たものである。ジャンルを問わず、仕事のため、そして教養を身に付けるために受講した

いという回答が多いが、医療系などキャリアパスが明確な分野では、資格取得のための講

座受講希望も多い。 

 

表 2-15 大学生が社会通信教育を受講したい理由（上段：回答数、下段：割合、複数回答可） 

  
仕事の 
ため 

再・新就職

のため 

ボランテ

ィア活動

のため 

資格取得

のため 
趣味の 
ため 

教養を身

につける

ため 

健康の 
ため 

その他 

男性 
_45 11 2 _23 32 _35 _3 _7 

_56.3% _13.8% 2.5% _28.8% 40.0% 43.8% 3.8% _8.8% 

女性 
115 48 5 _87 54 107 _9 32 

_49.8% _17.2% 1.8% _31.2% 19.4% 38.4% 3.2% 11.5% 

無回答 
__1 _1 1 __1 _0 __0 _0 _0 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% _0.0% _0.0% 0.0% _0.0% 

合計 
161 60 8 111 86 142 12 39 

_41.7% _15.5% 2.1% _28.8% 22.3% 36.8% 3.1% 10.1% 

 

表 2-16 大学生が受講を希望する社会通信講座のジャンル 

   語学 趣味系 
ビジネ

ス系 
 医療  

福祉系

衣食住

系 
工業・

技術系

情報  

処理系
教育系 その他 合計 

男性  
11 17 _6 _1 _2 5 19 11 _8 _80 

13.8% 21.3% _7.5% 1.3% 2.5% 6.3% _23.8% 13.8% 10.0% 100.0%

女性  
27 60 30 19 18 0 20 34 23 231 

11.7% 26.0% 13.0% 8.2% 7.8% 0.0% __8.7% 14.7% 10.0% 100.0%

無記入 
_0 _0 _0 _0 _0 0 _1 _0 _0 __1 

_0.0% _0.0% _0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% _0.0% _0.0% 100.0%

合計 
38 77 36 20 20 5 40 45 31 312 

12.2% 24.7% 11.5% 6.4% 6.4% 1.6% _12.8% 14.4% _9.9% 100.0%

 

表 2-17 大学生が社会通信教育講座を受講したい理由（受講したい講座ジャンル別、複数回答可） 

  回答数
仕事の 

ため 
再・新就

職のため

ボランテ

ィア活動

のため

資格取得

のため

趣味のた

め 

教養を身

につける

ため 

健康のた

め 
その他

語学系 38 42.1% _5.3% 2.6% 28.9% 26.3% 71.1% _0.0% 10.5%

趣味・教養系 77 39.0% _7.8% 0.0% 15.6% 48.1% 53.2% _1.3% 18.2%

ビジネス系 36 58.3% 33.3% 0.0% 47.2% _8.3% 36.1% _0.0% 16.7%

医療福祉系 20 60.0% 30.0% 5.0% 80.0% _5.0% 25.0% _0.0% 25.0%

衣食住系 20 30.0% _5.0% 0.0% 30.0% 55.0% 30.0% 45.0% 20.0%

工業・技術系 _5 40.0% _0.0% 0.0% 20.0% 60.0% _0.0% _0.0% _0.0%

情報処理 40 75.0% 22.5% 7.5% 45.0% 30.0% 45.0% _0.0% _5.0%

教育系 45 48.9% 24.4% 4.4% 37.8% 11.1% 51.1% _2.2% _4.4%

その他 31 71.0% 41.9% 3.2% 41.9% 12.9% 29.0% _3.2% _6.5%
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２－５ 総括 

 ここではニーズ調査の結果から、社会通信教育における ICT 活用の共通利用システム構

築の可能性と課題について考えてみることにしよう。 

 

（１）ニーズ調査からみた社会通信教育における共通利用が効果的な ICT 活用システム構

築の可能性 

１） 社会通信教育の活用について、今回の大学生の受講率をみると（表 2-11）8.5％と

なっている。これを内閣府「生涯学習についての世論調査」の成人一般と比較して

みると、平成 17 年調査では 3.5％、平成 11 年調査では 5.1％となっており、今回の

大学生の受講率の方が高くなっている。また、今回の大学生の社会通信教育講座受

講希望率（表 2-14～2-16 に示した社会通信教育講座を受講したい理由、希望する社

会通信教育講座のジャンルに回答した大学生の比率）は 35.5％となっているので、

かなり高い。これらの結果から、大学生による社会通信教育利用のさらなる拡大が

期待できる。しかも、今回の大学生でみると、受講経験のある大学生は平均 3.2 も

の講座を受講しているのである。 

生き残りのために打つべき手を様々な観点から検討している大学・短期大学にと

っては、就職率アップや学生サービスの充実度に関わる評判等の効果を考えると、

社会通信教育の活用・導入は無視できないものになるのではないかと考えられる。 

注：内閣府「生涯学習についての世論調査」の平成 17 年、平成 11 年調査では「民間の通信教育」

というカテゴリー名になっている。平成 24 年、平成 20 年の同調査では通信教育は民間の講座

や教室のカテゴリーに統合されているため通信教育だけの比率はわからない。ただし、平成 24

年 12 月 5 日の文部科学省認定社会通信教育に関する特別検討委員会「文部科学省認定社会通信

教育に関する特別検討委員会における検討の整理 （まとめ）」では平成 24 年の「民間の通信教

育」利用の学習率は 3～4％と推定している。 

２） 人々は様々な目的をもって学習活動を行っている。少々乱暴ではあるが学習目的

を知識・技術習得型と交流型に大別すると、社会通信教育利用の学習はどちらかと

いえば知識・技術習得型といえるのではないだろうか。それは今回のニーズ調査の

結果をみても明らかで、社会通信教育団体が共通利用システムに整備すべきと考え

るサービスをみても（図 2-2）ゼミ・ルーム、談話室、コミュニティ等へのニーズよ

りもテキストの修正反映や最新動向・講師解説の動画配信等へのニーズの方がはる

かに高い。受講者や大学生が考える ICT サービスの利便性（図 2-3、図 2-6）でも同
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様で、「受講生と意見交換」に対するニーズは高いとはいえない。このような結果か

らも、共通利用システムは講座情報の提供や講座管理等の利便に供するものにする

とともに、当面は知識・技術習得に関わるサービス充実を第一にして ICT 活用を開

発・整備することが望まれる。もちろん、交流面でのサービスが不要ということで

はない。 

 

（２）ニーズ調査からみた社会通信教育における共通利用が効果的な ICT 活用システム構

築の課題 

１） 今回の大学・短期大学調査では大学・短期大学の生涯学習センター、エクステン

ションセンターを対象としたので、社会通信教育利用へのニーズはそれほど高いと

はいえない。それは大学・短期大学の生涯学習センター、エクステンションセンタ

ーも社会通信教育団体も一般成人に教育機会を提供する側なので連携相手というよ

り競合相手とみなして、社会通信教育利用といったことが視野に入っていないから

かも知れない。しかし、上記の（１）の１）で述べたように、大学生には社会通信

教育に対する根強いニーズがあることを考えると、今後は就活支援や資格取得支援

等と関わらせて大学・短期大学と社会通信教育の連携を本格的に模索してはどうで

あろうか。就活支援や資格取得のための講座開設を生涯学習センターやエクステン

ションセンターが担当している大学・短期大学もあり、受講者の多くが在学生で占

められている。大学・短期大学と社会通信教育の連携を促進するためには、大学・

短期大学関係者に社会通信教育の意義についての理解を図ったり、具体的な利用方

法を提示したりして、大学・短期大学関係者の意識を変える必要があるように思わ

れる。社会通信教育団体には、大学・短期大学が社会通信教育に魅力を感じるよう

にサービスの充実を図り、一校一校の大学・短期大学のニーズや条件にきめ細かく

対応する柔軟性が求められるであろう。 

２） 今回の社会通信教育受講者調査では、ICT サービスの利便性に対する意識から 5

つの受講者タイプが得られた（表 2-7 を参照）。この受講者タイプは、ICT 活用の共

通利用システムが整備する受講者サービスや学習管理サービス等を検討するときの

一つの枠組みになると考えられる。今後はサンプル数を増やして、性別、年齢、職

業等の属性のほか、講座のジャンル、受講目的等との関係を解明することが望まれ

る。 
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第３章 共通利用システム設計等のためのワーキンググループ報告 

 

 

３－１ 「共通利用システム」設計図 

 

図 3-1 「共通利用システム」設計図 

 

（１）「共通利用システム」の設計概要 

 

本「共通利用システム」(以下「本システム」という。) は、社会通信教育を行う団体が

導入・使用するために作成されるものである。本システムは、社会通信教育事業者が準備

する事業者ごとのサーバに、本システムのプログラムコピーを導入して用いる「ICT 社会

通信教育サーバ」部分と、本システムを導入した事業者の顧客である利用者が、共通して

利用することができるポータルサイトを構成する「共通利用サーバ」部分によって構成さ

れる。 

本システムにおける教材等配信システムについては、ICT 社会通信教育サーバに構成さ

れ、社会通信教育事業者ごとに保有する教材を利用者にインターネットを通じて配信を行
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う。課金状況に応じた教材配信、必要に応じて教材を補完する副教材の配信なども行う。 

 

質問・評価管理システムにおいては、ICT 社会通信教育サーバに構成される部分におい

て、社会通信教育事業者ごとに質問対応を行い、評価管理を行うことができる。本システ

ムで、学習ステップ毎の課題提出受付と評価について行う。また修了証の発行などの付帯

機能も有する。 

加えて、学習効果の観点から、学習途中において、学習者の横のつながりを多く持つこ

とが重要であることから、事業者の枠を越えて、本システムを利用している全社会通信教

育事業者の受講者が共通して利用できるポータルサイトにおいて、掲示板システムを利用

した意見交換を行うことができるようにする。質問について、事業者ごとの対応に加えて

横のつながりによる情報共有が進めば、事業者の質問対応を補完し、利用者の満足度を向

上させることができる。 

 

データ管理システムについては、ICT 社会通信教育サーバに構成され、利用者個別の個

人情報・学習情報・課金情報を管理する。各事業者が受講者のデータを分析して経営判断

に利用することができるようにするため、個人情報保護に配慮した形で、利用者データを

分析できる形で取り出すことができるようにする。 

 

本システムを運用するにあたり、運営母体となる管理団体を設置することが必要である。

本文書では、仮にこの管理団体を「機構」と呼ぶ。 

社会通信教育事業者は機構との契約により、機構に利用料（初期費用および月額費用）

を支払うことにより、本システムを利用することができる。 

大手など自社で配信システムなどを有するところは、機構への利用料を支払うことによ

り、ポータルサイトのみを利用することもできるようにする。 

本システムを利用している社会通信教育事業者の講座情報は、ポータルサイトに開示さ

れ、本ポータルサイトを機構により広報を行うことにより、社会通信教育事業者は、単独

では行いづらい、より効果的な講座情報の広報を行うことができる。 
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（２）「共通利用システム」の利用方法・セキュリティ 

 

インターネットを介し、社会通信教育事業者の管理者が、機構が準備した導入手順書に

従い、契約したホスティングサーバを設定し、ICT 社会通信教育サーバとする。各団体固

有の設定、教材の登録等を行い、利用を開始する。機構は、その導入のサポートを行う。 

本システムを利用して導入された ICT 社会通信教育サーバは、各社会通信教育事業者の

利用者がインターネットを通じて利用する。利用者の利便性を考慮し、本システムを利用

して導入された ICT 社会通信教育サーバにおいては、操作感が統一され、またタブレット

や携帯電話といった端末からも利用できるよう設計される。 

 

共通利用システムのセキュリティ対策として、ICT 社会通信教育サーバは事前に登録さ

れた管理者 PC のみから、正しい利用者が操作しているときのみアクセス可能になるもの

とする。管理者の管理・運営体制として、管理者 PC が他人に不正利用されない方策を講

じる必要がある。 

 

ポータルサイトから、各 ICT 社会通信教育サーバのデータ管理システムを用い、利用者

の利用権限を調査する。 

ポータルサイトにおいては、機構の管理者が、サイトの健全性につき、随時チェックを

行うものとし、不健全な内容が生じた場合は削除対応と、当該利用者が利用している社会

通信教育事業者への通知を行うものとする。 
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３－２ 「教材等配信システム」設計図 

（１）「教材等配信システム」フローチャート 

 

 

図 3-2 「教材等配信システム」業務フローチャート図 
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（２）「教材等配信システム」システム構成図 

 

 

図 3-3 「教材等配信システム」システム構成図 

 

（３）「教材等配信システム」設計図 

 

教材等配信システムは、ICT 社会通信教育サーバの上に構成され、教材の配信を行うも

のである。適切な利用者からの要求に応じて、インターネットを経由して教材を配信する。 

配信される教材に利用者情報を埋め込む機能を有する。これにより、不適切な二次利用

があった場合でも、不正を行った者を特定することが容易になる。 

また、利用者の保有する権限により、教材印刷の可否・ダウンロード回数の制限などの

制御を行うことが可能である。 

郵送による紙媒体での教材配信にも対応し、その場合は上記フローチャートにおける教

材の配信に代えて、管理者への送付依頼を送信する機能を持つ。  
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３－３ 「質問・評価管理システム」設計図 

（１）「質問・評価管理システム」フローチャート 

 

 

 図 3-4 「質問・評価管理システム」業務フローチャート図（課題解答受領） 

 

どの方法で課題解答が行われた場合であっても、本システムにその解答を管理者にて登

録するものとする。Web 上での課題解答を行った場合は上記フローチャートの入力部分に

替える。 

すべての手段でのデータが集約されることにより、平均点などの算出がシステム上可能

になる。 
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図 3-5 「質問・評価管理システム」業務フローチャート図（質問発生） 

 

質問権限については、データ管理システムにおいて質問回数があらかじめ定められた回

数を超えるかどうかも調べるものとする。 

回答通知方法については、Web からの質問の場合は Web 上での通知とし、他の方法（郵

送・電話・FAX 等）については、社会通信教育事業者固有の回答方法にて行う。 
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（２）「質問・評価管理システム」システム構成図 

 

 

図 3-6 「質問・評価管理システム」システム構成図 

 

（３）「質問・評価管理システム」設計図 

 

質問・評価管理システムは、ICT 社会通信教育サーバの上に構成され、質問・評価の管

理をするものである。適切な利用者からの質問を受け付け、質問回答者が回答し、利用者

に通知する。 

受講者同士の連絡・意見交換、評価管理が行えるようにする。 

本システムから連携し、ポータルサイトに質問を掲載することができ、ポータルサイト

において運用される掲示板との接続が行われる。 
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３－４ 「データ管理システム」設計図 

（１）「データ管理システム」フローチャート 

 

 

 

図 3-7 「データ管理システム」業務フローチャート図 

 

上記に加え、日次処理を行うものとする。日次処理においては、下記利用者がいた場合

に注意喚起を行うと同時に、管理者にその情報を通知するものとする。 

・ 新たな単元の教材配信が可能になってから一定期間配信を受けていない利用者 

・ 教材配信から一定期間経過した後、課題解答を行っていない利用者 

・ 学習の進行度が遅く期限内に完了しない可能性がある利用者 
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（２）「データ管理システム」システム構成図 

 

 

図 3-8 「データ管理システム」システム構成図 

 

（３）「データ管理システム」設計図 

 

データ管理システムは、ICT 社会通信教育サーバの上に構成され、受講者の個人情報や

学習履歴等を総合的に管理するシステムである。 

ICT 社会通信教育サーバ内の別システム（教材等配信システム及び質問・評価管理シス

テム）からアクセスされる場合と、管理者 PC からの管理アクセスの場合、受講者 PC か

らの自らの情報の閲覧・更新をする場合がある。 

また、管理者 PC からは下記機能についても利用できるものとする。 

・ 受講者個人の個人情報・学習履歴・支払状況・契約状況等の管理 

・ 請求書、修了証等の印刷機能 

・ データ管理システムにて保有する各種データを分析のために引き出す機能 
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３－５ 「共通利用システム」におけるネットワークモデル図（タイプ別）及びルール等 

（１）「共通利用システム」ネットワーク構成 

 

 

図 3-9 「共通利用システム」ネットワーク構成 

 

（２）「共通利用システム」ネットワークのルール 

 

本システムを利用する社会通信教育事業者は、まず、個人情報保護を含めたセキュリテ

ィの観点から、適切に管理されたホスティングサービスを行っているインターネットプロ

バイダとサーバ利用契約を行うものとする。本サーバはSSL暗号化に対応したものとする。 

 

サーバは、適切なセキュリティが確保され、システム及び教材を格納するために十分な

ハードディスク容量があるものを選択する。 

 

適切なインターネットプロバイダについては、機構が、あらかじめ数社選定し、本シス

テムの適切な動作を確認した上で、機構としての推奨プロバイダを準備する。推奨プロバ
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イダ選定にあたっては公募を行うなど、公平な過程を経るものとする。 

 

機構は、随時ポータルサイトデータのバックアップを別拠点にとるものとする。 

機構は、社会通信教育事業者に、ICT 社会通信教育サーバのバックアップを別拠点にと

ることを推奨し、利用料を徴収した上で、ポータルサイト側に有するバックアップ機能を

利用することもできるようにする。 
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第４章 提言 

 

 

４－１ 提言１ 時代に適合した学習サービスの提供を！ 

いつでも、どこでも、誰でもが学べる通信教育は、学習者のニーズに即応できる学習形態で

あり、昨今の ICT の発達と共に学習システム自体も飛躍的に進化し続けている。通信教育の教

材においても、従来からの印刷物をベースとしたテキスト教材に加え、PDF 教材、CD-ROM

や DVD などで音声や画像、動画の配布もされている。またネット上で課題の提出や質疑応答

がリアルタイムででき、BBS などを設置することで学習者同士や学習者と指導者とのコミュニ

ケーションを図るシステムが多くの社会通信教育において用意されている。しかし、学習サー

ビスを提供する実施団体では、高度にしかも多様な通信手段が目まぐるしく変化・進化してい

る現状の中で、それに対応した学習システムの研究や対応が追い付いていないケースも見受け

られる。 

社会通信教育のすぐれた特徴は、学習者のニーズ、しかも時代的なニーズに合わせ、多種多

様な学習分野にわたり、きめ細かな学習サービスの提供ができることにある。学びたいことを

いつでもどこでも誰もが体系的に学べるのである。それは学習者の自発的学習を促し、現代社

会に適応できる能力を高め、かつまたそれは個人の生活の向上や自己の充実に役立つものであ

る。この「まなび」を実現させるために、社会通信教育の実施者は、学習者の目標を設定し、

それに対応した学習プログラムと学習システムを策定し、通信教育講座として提供している。 

このたびの「社会通信教育において共通利用が効果的な ICT活用システムに関する調査研究」

の成果物である共通利用システムの構築により、いつでも、どこでも、誰でもが利用できるシ

ステムが提供されることは、大変喜ばしいことである。極論ではあるが実施団体においてイン

ターネットとアクセスできる PC が 1 台あるだけで、既存の通信教育、また新規の通信教育の

学習システムを、最新の ICT を利用した学習システムとして学習者に提供できるようになるか

らである。また第三者機関による本システムの安心・安全な管理が行われるのであれば、実施

団体の管理運用のコストも大幅に低減できるはずである。 

本調査研究により、社会通信教育で学ぶ学習者及び実施団体における ICT 活用の実態がより

明らかにされ、また、社会通信教育実施団体に対して、ICT 活用のための基本システムの構築・

整備・提供により、通信教育実施団体それぞれのオリジナル性を保ちつつ、自由な競争原理の

下、高度で適切な学習システムと学習機会が学習者に提供されることは、生涯学習社会の実現
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に大いに役立つものと確信するものである。 

 

４－２ 提言２ 共通利用サーバ（ポータルサイト）の効果的活用法 

（１） 魅力あふれる学びの場づくり（同窓生とつくる夢の学園） 

社会通信教育で学ぶ者がその講座に関する広い範囲あるいは高いレベルの質問をする場

合、まず講座主催団体宛に電話か FAX か郵便を用いて質問し回答を得ることになるが残念

ながら即答が得られることは稀である。本共通利用システムでは、このような質問が受講

者からなされると希望に基づき同時に掲示板に掲載され、これを見た主催団体及び他団体

主催の同種の講座で学ぶ受講生がチャットや掲示板を利用して自由に意見や感想を述べた

り書き込むことが可能である。これにより、学習者は迅速且つ多くの情報とより広い知見

を得ることが出来る。また、絵画や習字、園芸等の実技を伴う講座を学んだ者がその成果

を披露したり、それを観賞・見学することも可能となる。講座の主催団体が合意すれば合

同展の開催も実現可能である。将来は、同一時期に学ぶあるいは学んだ者同士で同好会を

作り活動することも考えられる。研鑽を積めば講師を務められる者も輩出されよう。他講

座に関心を持つ者がここに参加し受講に至るということも想定される。ここで学ぶ誰もが

自由に交流し活動できる夢の学園が誕生するのである。 

 

（２）学習希望者を動機づける広報活動 

学習希望者が抱く不安の最たるものが「自分は無事に修了できるかどうか」である。こ

れを解消すべく各講座主催団体においては講座案内に留まらず学習法までガイダンスして

いるが、これが必ずしも学習希望者の希望と適合するとは限らない現状が散見される。参

加する団体の合意形成がなされることが前提となるが、本システムを活用して学習希望者

には予め希望するジャンルの実力テストを受けていただき、例えば語学であれば中級クラ

スのＡ講座とＧ講座が適合するというように、該当する複数の講座を推奨し選んでもらう

ということも可能である。同様に、就職対策に役立つ講座群を個人ごとに案内することも

考えられる。無論、ICT を活用してテキストや教材の一部を見たり聞いたり模擬体験した

りすることも可能である。学習希望者の望むものとのマッチングを図りながら案内するこ

とで受講動機が高められ、また、上記（１）で述べたような運営がなされれば、そのこと

とも相俟って、学習途上での脱落防止も図ることができ修了率も高められる。 
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（３）より良き講座の開発に向けて 

こうしたことを積極的に推進し、学習希望者や受講者のみならず講座主催団体間の交流

を活発に行い関係性を密にすることで、メディア特性を活かした効果的学習法の研究や教

材の改訂・開発がなされスパイラルアップしていくことが理想である。そのためには、ま

ず本システムの有効性、将来性を広く認知していただく必要がある。関係諸機関の助力も

得ながら周知し、より多くの団体が参加されることが望ましい。 
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第５章 成果と課題 

 

 

５－１ 本調査研究の成果 

本調査研究の目的は、社会通信教育における共通利用が効果的な ICT 活用システムに関する

調査研究を行って、社会通信教育の ICT活用推進に貢献し、社会通信教育のより一層の振興と、

受講者サービスの向上を目指すところにある。 

そのような目的達成のため、本調査研究では、第１に、システム構築のためのフローチャー

トを作成し、第２に、システム構築の課題を発見するため、社会通信教育団体と大学の生涯学

習センター等の意向調査、受講者、受講希望者のニーズ調査を実施した。 

その成果としては、第１に、社会通信教育の特性に配慮したシステム構築のためのフローチ

ャートを作成できたことがあげられる。本調査研究のワーキンググループには、社会通信教育

団体の加盟する２つの協会から、現状を熟知した２人の委員が入っており、社会通信教育の実

情を十分に考慮したシステムを構築すべく議論を重ねてきたが、フローチャートはそれを生か

したものとなっている。 

第２の成果としては、ICT 活用に関する意向調査・ニーズ調査の結果、社会通信教育団体と

これから提携を図ろうとする大学の生涯学習センター等の意向、受講希望者としての学生のニ

ーズ、社会通信教育受講者の ICT 利用希望パターンが明らかになったことをあげることができ

る。詳細は第２章の総括に譲るが、本調査研究に公益財団法人文教協会平成 25 年度助成研究 

「高度情報通信技術を活用した大学・短期大学と社会通信教育の提携に関する調査研究」を合

わせると、現時点での社会通信教育における共通利用が効果的な ICT 活用システムの課題は、

ほぼ掌握できたといえるであろう。 

 

５－２ 今後の課題 

社会通信教育における共通利用が効果的な ICT 活用システムは、以上のような調査研究の成

果に基づいてプログラミングを行い、実施条件を整えれば実現できるが、調査研究の過程で浮

び上ってきた今後の課題は、システムを稼働させるためのプラットフォームとその運営・管理

を行う機構の構築である。 

 ここでいう「プラットフォーム」は、社会通信教育団体と大学・短期大学・専門学校、企業

等が提携し、ICT を導入した教材配信システム、質問・評価管理システム、データ管理システ
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ムを利用して、社会通信教育を受講者等にネットで配信するネットワーク全体とそれを支える

仕組みのことで、「機構」は、第 3 章にもあるように、共通利用システムを運用するにあたって

の運営母体となる管理団体のことである。それらについては、文部科学省認定社会通信教育に

関する特別検討委員会「文部科学省認定社会通信教育に関する特別検討委員会における検討の

整理（まとめ）」（平成 24 年 12 月）に提案がある。今回はさらに具体的な議論を行ったが、そ

れをまとめると、社会通信教育団体、大学・短期大学・専門学校、企業等を会員とする生涯学

習推進通信教育機構（仮称）を構築することが考えられる（下図）。そこでは、次のような事業

を行うことが考えられている。 

・ICT 活用システム稼働のプラットフォームの管理・運営 

・調査研究（ICT 活用社会通信教育についての調査研究、研究開発、研究会の開催） 

・ICT 活用相談 

・社会通信教育の情報提供、学習相談、 

・社会通信教育受講者・修了者が学習についての情報交換を行うスタディ・グループ (新

設)の活動支援と世話人・指導者研修 

  なお、議論の中では、社会通信教育の第三者評価も行えるようにすべきとの意見が出され

ている。 

 

 

 これは、文部科学省の協力を得て、社会通信教育団体と教育領域の ICT 関係団体が漸進的ア

プローチで構築していくべきであろう。内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成 24 年）で

は、パソコン・スマホ・タブレット端末などの情報端末やインターネットを使った生涯学習の

希望者が、20 歳以上の国民の 45.4 パーセント(約 4,767 万人）に達している。 
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参考資料１ ｅラーニングシステムの動向 

 

コンピュータを用いた学習や教育は、CAI（コンピュータ支援教育）、CBT（コンピュー

タ利用研修）、WBT（Web 研修）、ITS（知的教育システム）等と呼ばれてきたが、1990

年代に入り、ｅラーニングと呼ばれるようになった。現在「ｅラーニング」は、テクノロ

ジーを研修・学習・教育等へ導入する際の一つの技術・システム、あるいはトレンドとし

て使われている。最近、スマートフォンの普及に伴いモバイル端末・モバイルネットワー

クを活用した学習が盛んになりつつあり、モバイルラーニング、ｍラーニングとも呼ばれ

るようになったが、これらは、ｅラーニングの一つの形態であると考えられる。 

 モバイルラーニングの普及には、移動通信・デバイスの低価格化・多様化が一翼を担っ

ている。世界的に見て移動通信の通信コストが下がり、速度が上がっている。日本におい

ては、2020 年以降に最大約 10Gbps の通信を可能にする第五世代の移動通信サービスの開

始が予定されている。また、携帯電話におけるスマートフォンの普及率が 50%を既に超え

ているという調査結果もあり、モバイル環境で学習・研修が可能となる環境が整いつつあ

る。さらに、ノート PC の画面サイズに匹敵する画面を持つモバイル端末である、タブレ

ットの普及が始まり、初等中等教育や、塾・予備校等においては、タブレットを活用した

サービスの提供が開始されている。今後、タブレットの普及だけでなく、腕時計やメガネ

型のウェアラブル端末等が登場・普及することにより、さらにモバイルラーニングの環境

が広がり多様化していくものと考えられる。 

 ｅラーニングコンテンツの標準化については、SCORM 規格が普及している。また、学

習分析（Learning Analytics）を見越して、学習履歴をシステム横断で取得して分析する

ためのシステム間の標準インタフェースとして、Experience API という枠組みも提案され

ており、商用システムも登場している。さらに、電子書籍とｅラーニングを組み合わせた

デジタル教科書の国際標準、EDUPUB も検討が始まったところである。コンテンツのポ

ータビリティだけではなく、異なるｅラーニングシステム間の連携、永続的な学習履歴の

蓄積・流通・分析が重要になると思われる。 

 一方、米国の教育改革の中で、大きなうねりとなりつつあるのが反転授業（Flipped 

Classroom）である。従来の教室で行う授業を家庭学習で実施し、従来の家庭で行ってい

た宿題を教室での演習で置き換えるため、反転授業と呼ばれている。この反転授業を実現

するためには、テクノロジーは重要な位置を占めており、簡単・低コストで良質のビデオ
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映像をマルチデバイスに配信するサービスが脚光を浴びている。日本ではまだ一部で実験

的に行われているだけであるが、米国内では、K-12 から高等教育まで活用が広がっており、

今後、国内でも、反転授業・反転学習が進展していくものと思われる。 

 もうひとつ、米国発のトレンドとして、MOOC（大規模公開オンライン講座）が挙げら

れる。米国の高等教育機関が先導するトレンドで、主要有名大学および有名教授による講

義がオンラインで公開され、課題提出や試験等を含む大学での講義が基本的に無料で提供

されており、世界中から最大 20 万人の受講生を集めている。国内においても平成 25 年 10

月 JMOOC（日本オープンオンライン教育推進協議会）が立ち上がり、平成 26 年 4 月から

講義の提供開始が予定されている。JMOOC においては、配信プラットフォームワーキン

ググループで、JMOOC の配信システムについて議論されている。 

ｅラーニングシステムの一つである LMS（学習管理システム）は、以前は、商用システ

ムのシェアが高かったが、最近、オープンソースの LMS である、moodle がシェアを増し

ており、商用の LMS を提供する会社もオープンソース版を公開する等、システムソフト

ウェアのオープンソース傾向が進んでいる。また、MOOC の１つである、edX は、開発・

利用中のシステムのコードをオープンソースとして公開している。 

 国内においては、通学主体の塾や通信教育サービスにおいては、既に、タブレットを活

用したオンライン通信教育を実施しているところもある。また、通信制の高等学校や、他

の通信教育サービスにおいても、オンライン学習を活用した枠組みを考える事業体が増え

てきている。但し、その際の提供システムに関しては、特にデファクト的に利用されてい

るものはなく、提供サービスごとに異なるシステムを活用している。 

学習形態についてのトレンドも変化してきた。以前は、非同期型のｅラーニングのみで

の提供が主流であったが、昨今は同期型の集合学習と非同期型のｅラーニングを組み合わ

せた、ブレンディッドラーニングが主流である。さらに、最近では、同期型の集合学習を

オンライン環境で置き換えて、同期型と非同期型のブレンディッドではあるが、オールオ

ンライン型の学習形態を提供するサービスも現れた。つまり、同期型の集合学習・集合研

修を、Web 会議等を活用した学習システムで置き換えている。今後このような学習形態が

増加していくものと考えられる。 

 将来、オンラインで提供される教育サービス、学習者デバイス、学習形態等がさらに多

様化していくと、今まで以上に、システム間の連携や、マルチデバイス対応、多言語対応、

等が重要なポイントになっていくものと考えられる。 
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参考資料２ ニーズ調査 調査票 

 

参考資料２－１ 社会通信教育団体調査：質問紙調査 
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参考資料２－２ 受講者調査：WEB 調査 
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参考資料２－３ 大学・短期大学生涯学習センター・エクステンションセンター調査：質

問紙調査 
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参考資料２－４ 受講希望者調査：WEB 調査 



 

- 55 - 



 

- 56 - 

 



 

- 57 - 

 

 

 

 



 

- 58 - 

参考資料３ 基本設計委員会 名簿 

 

（カッコ内は本報告書執筆担当・順不同） 

【基本設計委員会】 

座 長 山本 恒夫  筑波大学名誉教授 

（第１章 １－１、第５章） 

委 員 浅井 経子 八洲学園大学教授 

（第２章 ２－５） 

 々 吉田 広毅 常葉大学教育学部准教授 

（第２章 ２－１～４） 

 々 田井 優子 八洲学園大学専任講師 

（第１章 １－３） 

 々 小田嶋繁雄 公益社団法人 日本通信教育振興協会事務局 

（第４章 ４－１） 

 々 山内 一朗 一般財団法人 社会通信教育協会常務理事 

（第４章 ４－２） 

 々 加藤 泰久 NTTラーニングシステムズ株式会社ネットラーニング推進部 

クラウドプラットフォーム部門長 

（参考資料１） 

【ワーキンググループ】 

（第３章） 

座 長 山本 恒夫  筑波大学名誉教授 

委 員 小田嶋繁雄 公益社団法人 日本通信教育振興協会事務局 

 々 山内 一朗 一般財団法人 社会通信教育協会常務理事 

 々 木村 光範 株式会社トランス・ニュー・テクノロジー代表取締役 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度 文部科学省委託 

社会通信教育において共通利用が効果的なＩＣＴ活用システムに関する調査研究 

「ＩＣＴを活用した共通利用システムの在り方等に関する報告書」 
 

2014（平成 26）年 3 月 17 日 

 

一般財団法人 日本視聴覚教育協会 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 1-19-5 虎ノ門１丁目森ビル 

TEL 03-3591-2186   FAX 03-3597-0564 

URL http://www.javea.or.jp/ 
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